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１ 対象の微生物・食品の組み合わせについて 

（１） 対象病原体 

本リスクプロファイルで対象とする微生物はサルモネラ属菌（Salmonella spp.）とす

る。サルモネラ属菌の形態等について以下に概説する。 
① 形態等 

サルモネラ属菌は、腸内細菌科に属する通性嫌気性グラム陰性桿菌である。菌体

の周りには周毛性鞭毛を持ち、運動性を有する。 
 

② 分類 

サルモネラ属菌の菌体表面を構成するリポ多糖体（O）及び鞭毛（H）にそれぞれ抗

原番号が付けられており、血清型は O 抗原と H 抗原の組み合わせによって決定され、

2007 年現在までに 2,500 種類以上が報告されている（参照 1）。 
また、サルモネラ属菌は遺伝子の近縁性に基づいて、表１のとおり 2 菌種 6 亜種

に分類されており（参照 1～3）、これらの亜種は、それぞれの特徴的な生化学性状

等によっても鑑別できる。人から分離されるサルモネラのほとんどは Salmonella 
enterica subsp. enterica である。血清型は各亜種（subsp.）の下位に位置し、例え

ば血清型 Infantis の場合には、Salmonella enterica subsp. enterica serovar 
Infantis と表記され、通常は S. Infantis と略記される。 

 
表１ サルモネラ属の分類 

種名 亜種名 略称 血清型数

Salmonella enterica 2,557
enterica Ⅰ 1,531
salamae Ⅱ 505
arizonae Ⅲa 99
diarizonae Ⅲb 336
houtenae Ⅳ 73
indica Ⅵ 13

Salmonella bongori Ⅴ 22
合計 2,579  

参照 1～3 から作成 

 
サルモネラ属菌のうち、腸チフス菌（S. Typhi）及びパラチフス A 菌（S. 

Paratyphi A）については、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す

る法律（平成 10 年法律第 114 号）に基づく３類感染症（腸チフス及びパラチフ

ス）として取り扱われているが、本リスクプロファイルで対象とする微生物は当該 2
血清型以外のサルモネラ属菌とする。 

 
③ 自然界での分布 

サルモネラ属菌は亜種及び血清型等によって恒温動物、変温動物を問わず様々

な動物を宿主とする、いわゆる人獣共通感染症の代表的な原因菌である。サルモネ

ラ属菌は、感染動物の体内のみならずその排泄物を介して広く自然環境を汚染して

いるので、家畜・家きん及びヒトへの感染源や感染経路は複雑多岐となる（参照 4）。

（図１参照） 
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図１ サルモネラ属菌の自然界での循環経路 
※牛由来の肉骨粉を牛・豚・鶏の飼料とすること及び豚・鶏由来の肉骨粉を牛の飼料

とすることは禁止されている        参照 4 を改変 

 
S. Pullorum 及び S. Gallinarum による鶏、あひる及びうずらの感染症について

は、家畜伝染病予防法（昭和 26 年法律第 166 号）に、「家きんサルモネラ感染症」と

して家畜伝染病に定められている。また、S. Enteritidis（以下「SE」という。）、S. 
Typhimurium（以下「ST」という。）、S. Dublin 又は S. Choleraesuis による鶏の感

染症については、「鶏のサルモネラ症」として届出伝染病に規定されている。鶏のサ

ルモネラ症は、ふ化直後から 3 週齢頃までのひなに発生する敗血症性疾患であるが、

日齢の進んだ鶏では無症状で経過する保菌鶏となる。 
鶏におけるサルモネラ属菌の伝播様式は、介卵感染、飼料経由感染及び環境

経由感染の大きく3種類に分けられており（参照4）、介卵感染は in eggとon egg
に更に分けられる。 

 
④ 増殖及び抑制条件 

サルモネラ属菌の増殖温度、pH 及び水分活性（ａｗ）は表２に示すとおりである。

（参照 5, 6） 
 

表２ サルモネラ属菌の増殖条件 
項目 最低 至適 最高 

温度（℃） 5.2* 35～43 46.2 
pH 3.8 6.6～8.2 9.5 

水分活性（ａw） 0.94 0.99 ＞0.99 
*：ほとんどの血清型は7℃未満で発育不可 

参照 5, 6 から作成 



 

 5

 
サルモネラ属菌の加熱抵抗性は菌株や含まれる食品などの条件によって必ず

しも同一ではないが、ほとんどのサルモネラ属菌は 60℃ 15 分の加熱で殺菌さ

れる（参照 3）。 
サルモネラ属菌の D 値※１に関して、液卵に 6 株のサルモネラ属菌（SE、ST、

S. Heidelberg ）を接種した実験から 56.7℃の D 値が 3.05～4.09 分、殻付き卵

に同菌混合菌液を接種した実験から 57.2℃のD値が 5.49～6.12分であるとした

報告がある（参照 7）。 
 

サルモネラ属菌の加熱抵抗性は、食品の成分、水分活性等によって影響を受け

ることが知られている（参照 3）。低温で加熱する場合は水分活性が高い方が加

熱に対し抵抗性を示し、高温で加熱する場合は水分活性が低い方が抵抗性を示す

ことが報告されている（参照 8）。また、pH の低下によって加熱抵抗性が下がる

とされている（参照 5）。 
 

サルモネラ属菌の低温下での生残については、凍結保存の間よりも凍結過程で

菌数が大きく低減するとされている。凍結保存の間に緩やかな菌数低減が生じ、

－20～－17℃の温度範囲での保存より－10～0℃の温度範囲の方が速やかな菌

数低減が起こるとされている（参照 5）。 
 

⑤ 薬剤感受性 

薬剤感受性について、欧米では多剤耐性 ST が問題となっており、ファージ型

definitive type 104 (DT104)に代表される耐性株が、1986 年より国内でも分離され

るようになってきている（参照 9）。なお、フルオロキノロン耐性株については、ヒトの散

発例でまれに認められているという現状であることから、今後の動向把握が必要とさ

れるものの一つとされている（参照 10）。 

 
（２） 対象食品 

本リスクプロファイルで対象とする食品は、鶏肉及びその加工品並びに鶏肉料

理、二次汚染を受ける可能性のあるその他の料理とする。 

 

 

２ 公衆衛生上に影響を及ぼす重要な特性 

（１） 引き起こされる疾病の特徴 

① 症状、潜伏期間等 

サルモネラ属菌による食中毒は、汚染された食品を摂取してから 12～48 時間の

潜伏期を経て発症する。潜伏期間は、摂取菌量、患者の健康状態及び年齢によって

左右される。 
症状としては、主として下痢、腹痛、嘔吐などの急性胃腸炎であり、発熱（場合によ

っては38～40℃）が特徴の一つである。下痢の症状として軟便及び水様便が多いが、
                                                  
※１最初に生存していた菌数を 1/10 に減少させる（つまり 90％を死滅させる）のに要する加熱時間を分単位で表したもの

（D-value：Decimal reduction time） 
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重症の場合には、粘血便が見られることもある（参照 11）。 
1996～2000 年の間に感染性腸炎(感染性下痢症)により入院した者の臨床症

状を原因病原体ごとにまとめたものが表３である。それによると、サルモネラ属菌

による感染性腸炎では平均体温が高く、排便回数も多いことが報告されている（参照

12）。 
 

表３ 感染性腸炎により入院した者の臨床症状の比較（1996～2000 年） 

（単位：％） 

腹痛 下痢 吐き気 嘔吐
平均体温

（℃）
平均排便回数

（回/日）
血便

サルモネラ属菌 521 87.7 100 61.5 52.2 38.7 12.8 26.2
カンピロバクター・ジェ
ジュニ／コリ

245 86.9 100 50.5 33.3 38.2 10.2 40.5

赤痢菌 1,301 62.9 100 28.1 15.9 37.5 9.9 24.1
腸炎ビブリオ 58 92.6 100 80.2 73.6 37.3 9.6 15.7

腸管出血性大腸菌を含
む病原大腸菌

121 83.5 100 43.2 34.7 37.2 10.3 55.3

コレラ菌（Ｏ１） 206 35.1 100 29.3 27.6 36.4 9.7 3.4

総患者数
（人）

症状（（）内に単位を記載した項目以外は％で記載）
原因病原体

 
参照 12 から作成 

 

非チフス性サルモネラ感染症患者では、感染後平均 4 週間サルモネラ属菌を

胃腸内に保菌しており、当該患者の 0.5%で起こるとされている慢性保菌状態で

は、感染後 12 か月間サルモネラ属菌が便又は尿中から検出されることがあると

されている（参照 13）。 
 

乳幼児の場合には発症菌量も少なく、単なる腸炎で終わらずに血中に菌が侵入し

死に至ることもある（参照 11）。また、本来抵抗力があるはずの健常人でも死亡例が

報告されている。サルモネラ属菌による腸炎は、他の腸炎感染症よりも症状が遷延す

る傾向があり、重症である場合には勿論、症状が続く場合にも注意が必要とされてい

る（参照 11）。 
 

② 治療法 

感染初期又は軽症の場合は、乳酸菌などの生菌整腸剤の投与や補液などの対症

療法を行う。①下痢回数が 10 回／日以上、血便、強い腹痛、嘔吐のうち、下痢項目

を含む 2 項目以上が見られる重症例、②基礎疾患などの易感染性要因のある中等

症例、③食品取扱者等の保菌により就業制限を受ける者、又は④集団内の 2 次感染

防止が必要な保育園等の施設等で生活している小児若しくは高齢者の場合には、

抗菌薬投与を行う場合がある（参照 14）。 
 
（２） 用量反応関係 

FAO/WHO の「鶏卵及びブロイラーにおけるサルモネラのリスク評価書」で

は、世界中のサルモネラ属菌による食中毒事例のうち摂取菌量等が推定できた事

例を基に、用量反応関係の推定が行われている（参照 15）。当該評価では、入手

可能なサルモネラ属菌による食中毒の集団発生事例のうち、摂取菌量及び発症率

等のデータが利用できる 20 事例をリストアップし（表４）、摂取菌量（用量）と
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発症率の関係をもとに、各データの不確実性を考慮し用量反応曲線が求められて

いる。（図２、統計的に有意な単一の曲線を得ることはできなかったとしている。）

当該曲線を次式のベータポアソンモデル（方程式）に当てはめ、当該曲線に近接

した境界を生成させるベータポアソン用量反応パラメータを推定したものが表５

である。 















用量

11Pill
 

 
表４ サルモネラ属菌による食中毒において摂取菌量が推定できた事例 

原因菌の血清型 原因食品
暴露
集団

推定摂取量

（CFU※)
発症率
（％）

Newport ハンバーガー N 1.7×101 1.1

Enteritidis アイスクリーム N 1.2×102 6.8

Heidelberg チェダーチーズ N 1.7×102 32.8

S 2.0×102 18.9

N 2.0×102 10.6

Enteritidis 卵サラダ S 2.5×102 26.9

Enteritidis ケーキ N 4.5×102 27.3

Enteritidis ピーナッツソース N 5.2×102 16.4

Enteritidis 牛肉とスプラウト豆 N 9.3×102 26.9

S 4.3×103 42.7

N 4.3×103 18.8

Typhimurium 模造アイスクリーム N 6.2×103 55.0

Enteritidis 加熱調理卵 N 6.3×103 64.2

Cubana 深紅色色素 S 3.7×104 70.9

Enteritidis オランデーズソース N 5.5×104 100

Enteritidis ローストビーフ N 2.6×105 60.0

Enteritidis ケーキ N 6.3×105 84.6

Enteritidis とろろ汁 N 2.0×106 93.9

Enteritidis カツレツと黄身 N 2.0×106 56.0

Infantis ﾊﾑ N 2.9×106 100

S 1.0×108 100

N 5.0×108 100

Oranienburg とろろ汁 N 7.9×109 100

Typhimurium アイスクリーム

Typhimurium 水

Enteritidis 親子丼

 
細菌の数を表す単位で、集落形成単位（Colony Forming Unit）の略。一般に平板培地上に発育した集

落数を計測して細菌数を測定するが、複数個の細菌が１個の集落を形成する場合もあることからこの単位

が用いられる。 
S：5 歳未満の幼児及び入院患者など感受性が高いと推測される集団  N：S 以外の集団  参照 15 から作成 

 
FAO/WHO の評価書では、解析に利用されたデータの限界から、5 歳未満の患

者と病院で発生した S. Cubana による事例の患者を集団 S（感受性集団）と定

義し、それ以外の患者を集団 N として表４の曝露集団の項目に分類している。さ

らに、表４に記載のデータをもとに集団 S と集団 N（S 以外の集団）の発症率の

差異について解析したところ、解析に用いられたデータの範囲内では、集団 S
の方が高い発症率を示すという証拠は得られなかったと結論づけている。ただし、

同一事例内に両方の集団が含まれていた 2 事例については、集団 S の方が高い

発症率を示したとしている。 
また、当該評価書では、SE とそれ以外の血清型の発症率の比較も行われてい

る。当該評価の目的と解析に用いられたデータの範囲内では、SE とそれ以外の
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血清型のどちらも、同一用量が摂取された場合には同一の発症率となると解釈で

きると結論づけている。以上の検討結果から、当該評価書では曝露される集団又

は血清型の区別をせず、同一の用量反応関係が提示されている。 
 

 

図２ 用量反応近似曲線と食中毒事例に基づくデータとの比較 
参照 15 から引用 

 

表５ 図２の曲線に近接した境界を生成させるベータポアソン用量反応パラメータ 
項目 α β 

期待値 0.1324 51.45 
下限 0.0763 38.49 
2.5 パーセンタイル 0.0940 43.75 
97.5 パーセンタイル 0.1817 56.39 
上限 0.2274 57.96 

参照 15 から引用 

 
一方、当該評価における用量反応の検討対象にならなかった食中毒事例（上記

表５の項目すべてが利用できなかったもの）のうち、1984 年にカナダで起きた

チェダーチーズを原因食品とする ST による食中毒事例では、患者 6 人の摂取菌

量が 1～6MPN※２と推定されたことが示されている（参照 16）。また、1985 年に

カナダ及び米国で起きたチョコレートを原因食品とした S. Nima による食中毒

事例でも、初発例で示された摂食量と食品中の菌量を基に（参照 17）、摂取菌量

は 1.1～6.0MPN と計算できることから、SE 以外の血清型でも少量の摂取で発

症したことが推定されている。 
 
（３） サルモネラ感染症 

① 感染性胃腸炎患者の概要 

サルモネラ感染症の患者数については、全国約 3,000 の小児科医療機関（定点）

から報告される「感染性胃腸炎」として把握されており、当該項目にはウイルス、

細菌及び原虫等による胃腸炎が計上されているため、サルモネラ感染症のみを抽

出することはできない。 
                                                  
※２ 大腸菌群等の菌数を求める方法の一つで、最確数（Most Probable Number）の略。検体の連続希釈液を3本又は5本

ずつの液体培地(試験管)に接種培養して｢陽性｣となった試験管数の出現率から生菌数(検体中の菌数の最も確からしい数

値)を確率論的に推計する方法。一般的には菌数が少ないと思われる検体に用いられる方法。 

用 量（対数）

発
症
率 
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一方、2005～2008 年の間に実施された能動的サーベイランス※３により食品由

来のサルモネラ感染症の患者数を推計した研究があり（参照 18）、その推定値と

食中毒患者数とを比較したものが表６である。当該表から食品由来患者数（推定）

は年間約 145 千～254 千人であり、推定数に対する報告数（統計値）の割合は約

1.6%であることがわかる。 
 

表６ サルモネラ属菌による食中毒患者数の推計値と統計値との比較 
（単位：人）  

年次
食品由来患者数

（推定）
2005 253,997 3,700 (1.46)
2006 145,512 2,053 (1.41)
2007 165,867 3,603 (2.17)
2008 176,098 2,551 (1.45)
合計 741,474 11,907 (1.61)

食中毒統計における
患者数（％）

 
( )：推定食品由来患者数に対する％   参照 18 から作成 

 
② 感染性腸炎患者等の年齢構成 

感染性腸炎研究会がとりまとめた感染性腸炎（感染性下痢症）入院例の年齢別

患者数の調査結果（1996～2000 年、原因菌が腸チフス・パラチフスを除くサル

モネラ属菌であったもの）は表７のとおりである（参照 12）。当該表では、患者

数は 9 歳以下の年齢階級では約 40%となっており、4 歳以下の年齢階級で最も多

くなっている（参照 12）。 
 

表７ サルモネラ感染症により入院した患者の年齢階級別構成 
（1996～2000 年） 

年齢区分
0～9歳 227 (40.4)

10～19歳 92 (16.4)
20～29歳 81 (14.4)
30～39歳 42 (7.5)
40～49歳 29 (5.2)
50～59歳 40 (7.1)
60～69歳 33 (5.9)
70歳～ 18 (3.2)
合計 562 (100)

人数(％)

 
参照 12 から作成 

 
③ 食中毒患者等から検出されるサルモネラ属菌の血清型 

食中毒患者から分離される主な病原体について、地方衛生研究所から国立感染

症研究所感染症情報センターに報告される検出報告のうち、2000～2009 年の間

に分離されたサルモネラ属菌について、血清型別の検出数をまとめたものが表８

である。SE の検出数は、2009 年までの 10 年間では、すべての年において最多

検出血清型となっているが、2001 年から検出数は減少傾向で推移し、各年の総

検出数に対する割合についても減少している。 

                                                  
※３ 宮城県内の下痢症患者便について原因菌の検出を行っている臨床検査機関から検出状況を把握するとともに、住民 1 万

人を対象とした電話調査を基に通常時の医療機関受診率等を推定した研究（参照 18） 
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表８ 食中毒患者等から分離されたサルモネラ属菌の 
血清型別検出状況（2000～2009 年） 

（単位：人） 
血清型 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 合計

Enteritidis 1,731 1,510 1,322 1,433 671 725 360 576 341 225 8,894
(54.0) (52.7) (60.7) (58.3) (42.6) (47.4) (32.6) (39.2) (31.5) (28.6) (48.7)

Typhimurium 189 125 61 182 122 63 73 95 82 47 1,039
(5.9) (4.4) (2.8) (7.4) (7.7) (4.1) (6.6) (6.5) (7.6) (6.0) (5.7)

Infantis 140 111 95 106 115 79 67 72 105 87 977
(4.4) (3.9) (4.4) (4.3) (7.3) (5.2) (6.1) (4.9) (9.7) (11.1) (5.4)

Thompson 93 158 55 53 80 61 43 83 60 62 748
(2.9) (5.5) (2.5) (2.2) (5.1) (4.0) (3.9) (5.6) (5.5) (7.9) (4.1)

Saintpaul 54 109 71 62 42 34 65 72 70 62 641
(1.7) (3.8) (3.3) (2.5) (2.7) (2.2) (5.9) (4.9) (6.5) (7.9) (3.5)

Braenderup 0 70 17 16 12 20 9 52 65 7 268
(1.5) (1.0) (1.3) (0.7) (1.2) (3.3) (1.8) (5.6) (4.5) (2.8) (2.0)

Montevideo 47 30 29 17 19 50 20 82 49 22 365
(0) (2.4) (0.8) (0.7) (0.8) (1.3) (0.8) (3.5) (6.0) (0.9) (1.5)

Litchfield 0 0 17 40 51 35 25 27 19 12 226
(0) (0) (0.8) (1.6) (3.2) (2.3) (2.3) (1.8) (1.8) (1.5) (1.2)

Stanley 0 0 0 0 12 10 16 17 22 6 83
Schwarzengrund 0 0 0 0 0 12 5 20 17 0 54
その他 884 677 435 471 380 440 421 374 252 190 4,526

合  計 3,208 2,864 2,179 2,458 1,575 1,529 1,104 1,470 1,082 787 17,893  
参照 19 から作成 

 
④ 死者数 

2000～2009 年の間の人口動態統計から、死因がサルモネラ属菌による腸管感

染症となっている死者数等をまとめたものが表９である。死因がサルモネラ属菌

による腸管感染症となっている死者数は 49 名報告されており、その約 78%が 60
歳以上であり、40～59 歳が約 14%、0～19 歳が約 8%を占めていることが示さ

れている。 
 

表９ サルモネラ属菌による腸管感染症での死者数等（2000～2009 年） 
（単位：人） 

年令階級 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 合計

0～4歳 - - - - 1 - - - - - 1
5～9歳 - - 1 1 - - - - - - 2

10～19歳 - - - - - - 1 - - - 1
20～29歳 - - - - - - - - - - 0
30～39歳 - - - - - - - - - - 0
40～49歳 - - - - 1 - - - - - 1
50～59歳 1 - 2 1 - - - 1 1 - 6
60～69歳 1 1 - - 1 1 - 3 - 1 8
70～79歳 2 1 1 3 2 1 1 - 1 4 16
80～89歳 3 1 - 1 - 2 1 - 3 2 13
90～99歳 - - 1 - - - - - - - 1
100歳～ - - - - - - - - - - 0

不詳 - - - - - - - - - - 0
合計 7 3 5 6 5 4 3 4 5 7 49  

基本死因分類が「Ａ02 その他のサルモネラ感染症」※４とされたものを集計 
－：0   死亡率：各年の総人口（推計）に対して 1,000 万人当たりの死者数 
人口動態統計（厚生労働省）から作成 

                                                  
※４基本死因分類「Ａ02 その他のサルモネラ感染症」には、細分類として「Ａ02.0 サルモネラ腸炎」、「Ａ02.1 サルモ

ネラ敗血症」、「Ａ02.2 局所的サルモネラ感染症」、「Ａ02.8 その他の明示されたサルモネラ感染症」及び「Ａ02.9 サ
ルモネラ感染症，詳細不明」が含まれる。 
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（４） サルモネラ属菌による食中毒発生状況 

① サルモネラ属菌による食中毒の年次別発生状況 

2000～2009 年の 10 年間のサルモネラ属菌による食中毒について、年次別発

生状況をまとめたものが表１０である。当該表から、発生件数、患者数ともに 2000
年以降減少傾向にあり、2009 年にはそれぞれ 2000 年の約 13%、約 22%という

状況にある。また、当該 10 年間の死者数の合計は 7 人である。 
 

表１０ サルモネラ属菌による食中毒の年次別発生状況（2000～2009 年） 
（単位：人） 

年次

2000年 518 (208 ) 6,940 (4,404) 1 (1 ) 13.4 (21.2 )
2001年 361 (132 ) 4,949 (3,467) 0 (0 ) 13.7 (26.3 )
2002年 465 (119 ) 5,833 (4,658) 2 (2 ) 12.5 (39.1 )
2003年 350 (130 ) 6,517 (4,446) 0 (0 ) 18.6 (34.2 )
2004年 225 (90 ) 3,788 (1,939) 2 (1 ) 16.8 (21.5 )
2005年 144 (67 ) 3,700 (3,070) 1 (1 ) 25.7 (45.8 )
2006年 124 (63 ) 2,053 (1,689) 1 (1 ) 16.6 (26.8 )
2007年 126 (58 ) 3,603 (2,894) 0 (0 ) 28.6 (49.9 )
2008年 99 (39 ) 2,551 (1,161) 0 (0 ) 25.8 (29.8 )
2009年 67 (40 ) 1,518 (986) 0 (0 ) 22.7 (24.7 )
合計 2,479 (946 ) 41,452 (28,714) 7 (6 ) 16.7 (30.4 )

発生件数 １件当たりの患者数患者数 死者数

 
（ ）内は SE で内数  食中毒統計及び厚生労働省提供データから作成 

 

1999～2009 年の間に発生した患者数 500 名以上の食中毒の概要についてま

とめたものが表１１である。当該期間内に患者数 500 名以上の食中毒は 6 件発生

しており、そのうち SE によるものが 5 件、S. Oranienburg と S. Chester によ

るものが 1 件となっている。 
サルモネラ属菌は、乾燥に強いなどの特徴があり、環境中での生存率が高いため、

食品取扱施設等では二次汚染が起こりやすいという傾向がある。1999 年に発生した

乾燥イカ菓子を原因とした食中毒（原因菌：S. Oranienburg）では、日本のほぼ全都

道府県において患者が発生し、患者数は 1,634 名に上っている。 
 

表１１ 患者数 500 名以上のサルモネラ属菌による食中毒の概要（1999～2009 年） 
（単位：人） 

発生年 原因食品 原因施設 病因物質 患者数 死者数 発生要因

イカ乾製品 製造所
S.  Oranienburg,
S.  Chester

1,634 0
製造工場内全体からサルモネラが検出されたこ
とから、製造所内の汚染が製品に移行し、汚染
が拡大(二次汚染）

ごまあえ、
ちぐさやき

学校給食
施設

S.E 904 0
卵の撹拌に使用していたミキサーを、使用後、洗
浄不足のまま原因食品の調理に使用したこと(二
次汚染）

弁当 仕出屋 S.E 905 0 －

不明
（給食弁当）

仕出屋 S.E 725 0 鶏卵の取扱い不適正による汚染及び二次汚染
が推定

シュークリーム 製造所 S.E 644 0
通常の製造能力の約２～９倍の食品数を製造し
たことから、取扱いが粗雑となり、製品の汚染(二
次汚染）、菌の増殖につながったことが推定

2007年 不明
（仕出し弁当）

仕出屋 S.E 1,148 0
調理済み食品の温度管理不良、食品の加

熱不足、従事者の衛生知識の不足

1999年

2002年

 
－：記載なし  厚生労働省提供データから作成 
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② サルモネラ属菌による食中毒の年齢階層別発生状況 

2000～2009 年の間のサルモネラ属菌による食中毒の年齢階級別患者数は 表１

２に示すとおりである。サルモネラ属菌による食中毒患者数は 9 歳以下の年齢階

級で 21.8%と最も多く、次いで 10～19 歳の 14.3%となっている。 
 

表１２ サルモネラ属菌による食中毒の年齢階級別患者数（2000～2009 年） 
（単位：人） 

年齢区分 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 合計 比率(%)

0歳 20 24 17 30 10 2 1 0 1 1 178 (0.3)
1～4歳 636 634 900 641 497 341 402 124 193 101 5,219 (10.1)
5～9歳 674 850 667 575 412 344 306 116 167 166 5,885 (11.4)

10～19歳 861 514 498 857 570 573 259 243 573 184 7,390 (14.3)
20～29歳 957 579 720 869 501 371 251 525 302 208 6,658 (12.9)
30～39歳 950 506 816 797 421 518 208 714 334 266 6,689 (12.9)
40～49歳 845 478 733 693 330 439 163 550 264 175 6,016 (11.6)
50～59歳 894 596 826 813 406 452 172 686 295 173 6,408 (12.4)
60～69歳 577 317 378 594 309 291 125 349 226 119 3,994 (7.7)
70歳～ 479 417 253 567 299 299 154 238 171 110 3,359 (6.5)
不詳 47 34 25 81 33 70 12 58 25 15 488 －

合計 6,940 4,949 5,833 6,517 3,788 3,700 2,053 3,603 2,551 1,518 52,284 (100)  
厚生労働省提供データから作成 

 
③ サルモネラ属菌による食中毒の死亡者の状況 

2000～2009 年の間に発生したサルモネラ属菌による食中毒で死亡者の報告

のあった事例をとりまとめたものが表１３である。当該事例についての詳細な分

析結果が認められないことから、死因につながる共通事項は判明していないが、

2000年以降の死亡事例7例中6例がSEによるものであることが示されている。

また、死亡者の年齢については、7 例中 4 例が 60 歳以上であり、7 例中 2 例で

は 9 歳以下であることが示されている。 
 

表１３ サルモネラ属菌による食中毒における死亡事例（2000～2009 年） 
（単位：人） 

人数 性別 年齢

2000 1 女 70歳～ Enteritidis
2002 1 女 5～9歳 Enteritidis

1 男 60～69歳 Enteritidis
1 男 40～49歳 Enteritidis
1 男 70歳～ Haifa

2005 1 男 70歳～ Enteritidis
2006 1 女 5～9歳 Enteritidis

原因菌の血清型

2004

年次
死亡者

 
事件ごとに区分して標記  厚生労働省提供データから作成 

 

一方、当該表記載以外（1999 年以前）の事例として、基礎疾患のない健常人

であって急性経過を示し、死亡した事例も報告されている。すべての事例につ

いて急性死とサルモネラの因果関係が明らかになっているわけではないが、本

来自然治癒傾向の強いサルモネラ感染症の中に死亡を含む重症例が存在するこ

とは臨床的・細菌学的に注目されるものである（参照 20）。 
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④ サルモネラ属菌による食中毒の原因食品 

2000～2009 年の 10 年間に発生したサルモネラ属菌による食中毒について、

原因食品種別の発生状況をまとめたものが表１４である。原因食品の判明したも

のでは、弁当・そうざいなどの複合調理食品が 10 年間の平均で 7.8%と最も多

く、次いで卵類及びその加工品、菓子類並びに肉類及びその加工品がそれぞれ、

6.7%、2.5%及び 2.2%となっている。 
 

表１４ サルモネラ属菌による食中毒の原因食品種別発生件数（2000～2009 年） 
（単位：件数） 

食品種別 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年
複合調理食品 29 25 30 24 21 10 15 11 15 13

（％） (5.6) (6.9) (6.5) (6.9) (9.4) (6.9) (12.1) (8.7) (15.2) (19.4)

卵類及びその加工品 42 30 19 19 12 10 7 8 8 10
（％） (8.1) (8.3) (4.1) (5.4) (5.4) (6.9) (5.6) (6.3) (8.1) (14.9)

菓子類 8 8 7 13 9 5 5 4 1 1
（％） (1.5) (2.2) (1.5) (3.7) (4.0) (3.5) (4.0) (3.2) (1.0) (1.5)

肉類及びその加工品 8 10 6 8 8 6 3 4 2 0
（％） (1.5) (2.8) (1.3) (2.3) (3.6) (4.2) (2.4) (3.2) (2.0) (0.0)

野菜及びその加工品 6 4 3 5 0 2 0 2 3 1 26 (1.0)
穀類及びその加工品 5 3 0 3 1 1 2 2 2 1 20 (0.8)
魚介類及びその加工品 4 1 4 2 2 1 2 0 2 1 19 (0.8)
乳類及びその加工品 1 1 0 1 1 0 1 0 0 0 5 (0.2)
その他-食品特定 3 6 7 6 4 5 3 2 1 1 38 (1.5)
その他-食事特定 112 58 48 60 36 37 40 55 35 28 509 (20.5)
不明 300 215 341 209 130 67 46 38 30 11 1,387 (56.0)

合計 518 361 465 350 224 144 124 126 99 67 2,478 (79)

(2.5)61

合計（％）

(2.2)55

(7.8)193

(6.7)165

 
（％）：合計に対する食品種別の割合  厚生労働省提供データから作成 

 

当該表において原因食品種別が「肉類及びその加工品」であるものについて、

食肉の種類をまとめたものが表１５である。当該 10 年間の合計では、鶏肉が

34.5%と最も多く、次いで、牛肉（14.5%）、豚肉（9.1%）となっている。 
 

表１５ 肉類及びその加工品が原因食品となったサルモネラ属菌による食中毒の 
原因食肉の種類別発生件数（2000～2009 年） 

（単位：件数） 

食肉の種類 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年

鶏肉 1 3 3 2 3 4 0 3 0 0 19 (34.5)
牛肉 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 2 (3.6)

牛肉(卵) 0 0 2 1 1 0 1 0 1 0 6 (10.9)
豚肉 0 0 0 2 0 1 0 0 0 0 3 (5.5)

豚肉(卵) 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 2 (3.6)
鴨肉 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 2 (3.6)
鹿肉 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 (1.8)
不明 4 7 1 1 3 1 2 0 1 0 20 (36.4)
合計 8 10 6 8 8 6 3 4 2 0 55 (100)

合計（％）

 
厚生労働省提供データの「原因食品名」欄に記載されたデータ中に食肉の種類名が記載されているものを抽出。

記載のないものは不明に集計 

 

一方、当該 55 の食中毒事例について、サルモネラ属菌の血清型をまとめたも

のが表１６である。当該 10 年間の合計では、Enteritidis が 47.3%と最も多く、

次いで Infantis（7.3%）、Typhimurium（5.5%）となっている。 
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表１６ 肉類及びその加工品が原因食品となったサルモネラ属菌による 
食中毒における原因菌の血清型（2000～2009 年） 

（単位：件数） 

血清型 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年

Enteritidis 2 4 4 5 6 3 1 0 1 0 26 (47.3)
Infantis 0 1 0 1 0 1 0 1 0 0 4 (7.3)
Typhimurium 0 0 0 0 0 0 1 1 1 0 3 (5.5)
Hadar 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 2 (3.6)
Braenderup 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 (1.8)
Montevideo 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 (1.8)
Thompson 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 (1.8)
Narashino 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 (1.8)
O4 2 0 0 1 0 1 0 0 0 0 4 (7.3)
O7 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 2 (3.6)
O9 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 2 (3.6)
O3 O10 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 (1.8)
－ 1 3 0 1 0 1 0 1 0 0 7 (12.7)

合計 8 10 6 8 8 6 3 4 2 0 55 (100)

合計（％）

 
厚生労働省提供データの「原因物質名」欄に記載されたデータ中に血清型が記載されているものを抽出 

－：血清型の記載のないもの 

 

さらに、当該 55 の食中毒事例について、サルモネラ属菌の血清型と原因となっ

た食肉の種類の関係をまとめたものが表１７である。鶏肉が原因となった食中毒で

は、Enteritidis が 52.6%（10/19）と最も多く、次いで、Infantis（10.5%）、Hadar
（10.5%）となっている。一方、Enteritidis が原因となった食中毒では鶏肉が

38.5%（10/26）と原因食品となったものが最も多く、次いで、牛肉（卵の使われ

た料理を含む。23.1%）、豚肉（卵の使われた料理を含む。11.5%）となっている。 
 

表１７ 食肉及びその加工品が原因となったサルモネラ属菌による 
食中毒事件数（2000～2009 年） 

（単位：件数） 

鶏肉 牛肉 牛肉（卵） 豚肉 豚肉（卵） 鴨肉 鹿肉 不明 合計
Enteritidis 10 0 6 1 2 0 0 7 26
Infantis 2 0 0 1 0 0 0 1 4
Typhimurium 0 0 0 0 0 1 0 2 3
Hadar 2 0 0 0 0 0 0 0 2
Braenderup 1 0 0 0 0 0 0 0 1
Montevideo 0 0 0 0 0 0 0 1 1
Thompson 0 0 0 0 0 0 0 1 1
Narashino 0 0 0 0 0 0 0 1 1
O4 0 2 0 1 0 1 0 0 4
O7 0 0 0 0 0 0 1 1 2
O9 1 0 0 0 0 0 0 1 2
O3 O10 1 0 0 0 0 0 0 0 1
－ 2 0 0 0 0 0 0 5 7

合計 19 2 6 3 2 2 1 20 55

血清型
肉等の種別

 
厚生労働省提供データの「原因物質名」欄に記載されたデータ中に血清型が記載されているものを抽出 

－：血清型の記載のないもの  (卵)：ユッケ、どんぶり物など卵の使用が推測されるもの 

 

⑤ サルモネラ属菌による食中毒の原因施設 

2000～2009 年の 10 年間に発生したサルモネラ属菌による食中毒について、

原因施設種別の発生状況をとりまとめたものが表１８である。飲食店における発

生件数は 2000 年と比べ 2009 年は約 1/2 に減少しているが、10 年間すべての年
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で最も多く（平均 24.4%）、2000 年の 18.1%から 2009 年の約 68.7%と施設種

別の割合では大幅に増加していることがわかる。飲食店に次ぐ発生状況にある

家庭では、10 年間で発生件数が約 1/25 と減少し、平均が 11.1%となっており、

2000 年の 19.7%から 2009 年の 6.0%と減少傾向にあることが特徴的である。 
 

表１８ サルモネラ属菌による食中毒の原因施設種別発生状況（2000～2009 年） 
（単位：件数） 

施設種別 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年

飲食店 94 73 68 81 49 41 47 61 46 46
（％） (18.1) (20.2) (14.6) (23.1) (21.8) (28.5) (37.9) (48.4) (46.5) (68.7) 

家庭 102 48 31 21 21 16 13 14 5 4
（％） (19.7) (13.3) (6.7) (6.0) (9.3) (11.1) (10.5) (11.1) (5.1) (6.0) 

仕出屋 11 12 8 10 8 7 3 8 9 0 76 (3.1) 
旅館 13 7 7 16 3 4 5 3 4 2 64 (2.6) 
保育所 13 7 4 8 8 3 5 1 1 1 51 (2.1) 
製造所 9 7 8 7 6 4 4 1 2 0 48 (1.9) 
事業所 10 3 8 3 6 2 2 2 3 2 41 (1.7) 
病院 8 8 5 3 4 3 1 2 1 2 37 (1.5) 
老人ﾎｰﾑ 4 4 1 8 2 6 1 1 1 0 28 (1.1) 
学校 3 6 3 4 1 1 0 2 2 0 22 (0.9) 
販売店 1 1 0 0 1 0 1 1 1 0 6 (0.2) 
幼稚園 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 (0.0) 
その他 6 5 1 4 1 0 4 2 0 2 25 (1.0) 
不明 244 180 321 185 115 57 37 28 24 8 1,199 (48.4) 
合計 518 361 465 350 225 144 124 126 99 67 2,479 (100) 

合計（％）

275 (11.1) 

(24.4) 606

 
厚生労働省提供データから作成 

 

 

 

３ 食品の生産、製造、流通、消費における要因 

（１） 肉用鶏の生産 

① 肉用鶏生産の概要 
世界に数千羽と言われているエリート鶏からコマーシャル肉用鶏※２の生産までの

流れは図３のとおりである。 

 

 
図３ 原種鶏・種鶏の輸入から肉用鶏生産までの流れ 

 

我が国では原種鶏を約 18 万羽、種鶏を約 30 万羽(2002～2009 年の平均)輸入

しており、これらが種鶏場で育成されコマーシャル肉用鶏の種卵を産み、ふ化場でふ
                                                  
※２ エリート鶏とは、実用鶏（コマーシャル鶏）を作る基礎となる優れた特性をもった鶏をいう。エリートストックと

もいう。 

エリート鶏 

： 

原種鶏 原種鶏 
肉用鶏 

（コマーシャル） 

（海外） （国内） 

種 鶏 

種 鶏 

（輸入） 

（輸入）
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化している。このひなが肉用鶏農場に搬入され、出荷日齢まで（約 50～53 日）同一

鶏舎で飼育される。最近ではウィンドウレス鶏舎での飼育が多い。給与する配合飼料

の原料のほとんどは輸入である。 
 

② コマーシャル肉用鶏生産までの要因 
種鶏等がサルモネラ属菌に感染する要因としては以下のものが指摘されている。 

a 汚染ひなの輸入（参照 21, 22） 
b ふ化時、飼育時の感染 
c 飼料由来感染（参照 4） 

 

③ 肉用鶏農場のサルモネラ汚染状況 
1995～1998 年に西日本の 35 農場で飼育されているブロイラーについて、サル

モネラ属菌の検出状況をまとめたものが表１９の上段である（参照 23）。調査対象と

なった 35 農場では、57.1%の農場がサルモネラ属菌に汚染されており、検出された

サルモネラ属菌のうち最も多い血清型は S. Infantis（42.9%）であることが報告され

ている。 
一方、1998～2003 年に 1 県内の食鳥処理場において搬入されたブロイラーに

ついて、サルモネラ属菌の検出状況をまとめたものが表１９の下段である（参照 24）。

調査対象となった 252 群、4,024 羽については、178 鶏群（70.6%）、563 羽

（14.0%）でサルモネラ属菌が検出されており、検出されたサルモネラ属菌のうち最

も多い血清型は S. Infantis（93.4%）であることが報告されている。 
 

表１９ 養鶏場等におけるブロイラーからのサルモネラ属菌の検出状況 
（単位：農場、群、羽） 

調査年 検体 検査数 分離血清型

1995～1998年 ブロイラー糞便 35 20 (57.1) Infantis 15 (42.9)
（農場） （農場） Enteritidis 5 (14.3)

※西日本のブロイラー養鶏農場にて検体採取 Typhimurium 5 (14.3)
Hadar 4 (11.4)
Bredeney 1 (2.9)
Liverpool 1 (2.9)
B群UT 1 (2.9)

1998～2003年 ブロイラー盲腸 252 135 (53.6) Infantis 526 (93.4)
（鶏群） （鶏群） － － －

4,024 563 (14.0) － － －

（羽） （羽） － － －
※1県内の食鳥処理場にて検体採取 サルモネラ属菌陽性羽数 563 (100)

陽性数（％） 分離農場数（％）

 
UT:型別不能  %：分離数／検査数 －：データなし  参照 23, 24 から作成 

 

2000～2003 年に全都道府県の養鶏場におけるブロイラーのサルモネラ属菌の

分離状況をまとめたものが表２０である（参照 25）。サルモネラ属菌は全調査対象

283 羽のブロイラーの 20.1%から分離されており、その全分離株 91 株の血清型を

調べた結果、Infantis が 71.4%と最も多く、次いで Agona(4.4%)、Virchow(4.4%)、
Enteritidis(3.3%)等が検出されており、Typhimurium は検出されていないことが

報告されている。 
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表２０ 養鶏場におけるブロイラーのサルモネラ属菌分離状況（2000～2003 年） 
（単位：羽、株） 

検体 検査羽数 分離血清型

糞便 283 57 (20.1) Infantis 65 (71.4)
※全都道府県のブロイラー養鶏農場 Agona 4 (4.4)

Virchow 4 (4.4)
Enteritidis 3 (3.3)
Hadar 3 (3.3)
Thompson 2 (2.2)
Blockley 2 (2.2)
Haifa 2 (2.2)
Istanbul 2 (2.2)
Newport 2 (2.2)
UT 2 (2.2)
分離株数合計 91 (100)

陽性羽数（％） 分離株数（％）

 
UT:型別不能  家畜衛生分野における薬剤耐性モニタリング体制（JVARM）の第１期調査結果（参照 25）から作成 

 
（２） 処理・製造（加工）  

食鳥処理場及び食肉処理（加工）施設において食鳥とたい及び部分肉がサルモネラ

属菌に汚染される要因として、以下のものが指摘される。 

・ と殺・解体工程等での非汚染鶏と汚染鶏の交差汚染 

・ 中抜き工程での汚染鶏の内臓破損による食鳥中抜きとたいの汚染 

・ 冷却工程での非汚染鶏と汚染鶏の交差汚染 

・ 食肉処理（加工）工程での非汚染鶏と汚染鶏の交差汚染 
 

（３） 流通（販売） 

厚生労働省が毎年度行っている市販流通食品を対象にした食中毒菌の汚染実態調

査（十数自治体で実施）のうち、鶏肉におけるサルモネラ属菌の検出状況をとりまとめた

ものが表２１である（参照 26）。概ね毎年度実施されている食品のうち、鶏ミンチ肉につ

いては平均 33.5%（年度ごとの陽性率：28.2～42.9%）、鶏たたきでは平均 10.6%（年

度ごとの陽性率：0～25.0%）の汚染状況にあることが報告されている。検体数は少ない

が、鶏肉及び鶏刺しについては、平均でそれぞれ 46.7%、21.0%であったことが示され

ている。他の畜種の食肉のうち汚染率の最も高い牛ミンチ肉及び豚ミンチ肉と比較し、

鶏ミンチ肉は突出して高い汚染率にあることが示されている。 
 

表２１ 鶏肉等におけるサルモネラ属菌の検出状況（1999～2008 年度） 
（単位：検体数） 

1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 合計
ミンチ肉（鶏） 検体数 － 83 64 54 78 103 110 96 129 196 913

陽性数 － 24 19 21 22 26 37 35 38 84 306
（％） － (28.9) (29.7) (38.9) (28.2) (25.2) (33.6) (36.5) (29.5) (42.9) (33.5)

鶏たたき 検体数 5 － 22 7 10 47 52 24 34 45 246
陽性数 0 － 1 0 1 4 5 6 0 9 26

（％） (0) － (4.5) (0) (10.0) (8.5) (9.6) (25.0) (0) (20.0) (10.6)
鶏刺し 検体数 － － － － － － － 33 11 18 62

陽性数 － － － － － － － 10 1 2 13
（％） － － － － － － － (30.3) (9.1) (11.1) (21.0)

鶏肉 検体数 － － － － － － － － － 30 30
陽性数 － － － － － － － － － 14 14

（％） － － － － － － － － － (46.7) (46.7)
ミンチ肉（牛） 検体数 － 244 305 201 172 188 165 127 146 137 1,685

陽性数 － 6 6 1 0 2 3 2 2 3 25
（％） － (2.5) (2.0) (0.5) (0) (1.1) (1.8) (1.6) (1.4) (2.2) (1.5)

ミンチ肉（豚） 検体数 － 149 138 130 170 148 194 167 190 177 1,463
陽性数 － 3 7 6 1 5 9 4 9 7 51
（％） － (2.0) (5.1) (4.6) (0.6) (3.4) (4.6) (2.4) (4.7) (4.0) (3.5)

食品

 
－：データなし  毎年度十数自治体で調査実施されている食品の食中毒菌汚染実態調査結果（参照 26）から作成 
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市販鶏肉について、長期間（1993～2008 年）のサルモネラ属菌汚染実態調査結果

（２自治体分）をまとめたものが、表２２である（参照 27, 28）。国産、輸入の別でみると、

国産鶏肉では 40.3～68.9%、輸入鶏肉で 0～50.0%であることが示されている。 
 

表２２ ２自治体で流通している市販鶏肉のサルモネラ属菌汚染状況 
（1993～2008 年） 

（単位：検体数） 

検査数 陽性数 （％） 検査数 陽性数 （％） 検査数 陽性数 （％） 検査数 陽性数 （％） 検査数 陽性数 （％）
1993年 181 73 (40.3) 2 1 (50.0) 7 5 (71.4) 190 79 (41.6) － － －

1994年 179 116 (64.8) 8 3 (37.5) 5 2 (40.0) 192 121 (63.0) － － －

1995年 171 110 (64.3) 3 1 (33.3) 6 4 (66.7) 180 115 (63.9) － － －

1996年 111 70 (63.1) 4 2 (50.0) 11 8 (72.7) 126 80 (63.5) － － －

1997年 98 56 (57.1) 2 0 (0) 8 5 (62.5) 108 61 (56.5) － － －

1998年 106 73 (68.9) 2 1 (50.0) 1 0 (0) 109 74 (67.9) － － －

1999年 55 36 (65.5) 47 13 (27.7) 0 0 － 102 49 (48.0) 34 4 (11.8)
2000年 52 30 (57.7) 51 18 (35.3) 0 0 － 103 48 (46.6) 35 19 (54.3)
2001年 93 53 (57.0) 25 9 (36.0) 4 2 (50.0) 122 64 (52.5) 33 15 (45.5)
2002年 54 23 (42.6) 22 6 (27.3) 7 5 (71.4) 83 34 (41.0) 32 14 (43.8)
2003年 70 33 (47.1) 24 10 (41.7) 2 0 (0.0) 96 43 (44.8) 39 21 (53.8)
2004年 78 33 (42.3) 13 5 (38.5) 5 3 (60.0) 96 41 (42.7) 53 13 (24.5)
2005年 76 39 (51.3) 4 0 (0) 5 1 (20.0) 85 40 (47.1) 39 21 (53.8)
2006年 89 45 (50.6) 2 1 (50.0) 0 0 － 91 46 (50.5) 40 13 (32.5)
2007年 － － － － － － － － － － － － 40 22 (55.0)
2008年 － － － － － － － － － － － － 48 18 (37.5)

輸入鶏肉国産鶏肉

Ｂ県

市販鶏肉不明鶏肉 合計

Ａ市
年次

 
Ａ市：参照 27   Ｂ県：参照 28  －：データなし  Ａ市とＢ県のデータを統合作成 

 
当該調査結果で検出されたサルモネラ属菌の血清型について2006年までの8年間

分の推移を年次別に整理したものが表２３である（参照 27, 28）。市販鶏肉から検出さ

れる血清型は Infantis が突出して多く（67.6%）、次いで、Enteritidis（10.5%）、

Manhattan（3.8%）、Hadar（3.8%）、Typhimurium（3.1%）であることが報告されて

いる。 
 

表２３ 汚染実態調査（２自治体分）の結果検出されたサルモネラ属菌の血清型 
（1999～2006 年） 

（単位：検体数） 

血清型 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年
Infantis 35 43 58 36 42 40 50 49 353 (67.6)
Enteritidis 12 13 10 5 9 4 1 1 55 (10.5)
Manhattan 0 0 0 2 5 3 3 7 20 (3.8)
Hadar 6 7 1 1 4 0 1 0 20 (3.8)
Typhimurium 3 1 4 1 0 3 3 1 16 (3.1)
Schwarzengrund 0 0 0 1 1 0 1 2 5 (1.0)
Virchow 2 0 2 1 2 0 0 0 7 (1.3)
Yovokome 0 0 0 1 0 1 0 0 2 (0.4)
Sofia 0 1 2 0 0 0 0 1 4 (0.8)
Agona 0 0 0 0 3 0 1 0 4 (0.8)
Haifa 0 0 2 0 1 0 1 0 4 (0.8)
Corvallis 0 1 0 0 0 0 1 0 2 (0.4)
Eppendorf 0 0 0 0 0 0 0 0 0 (0.0)
その他 3 6 4 4 5 4 3 1 30 (5.7)

合計 61 72 83 52 72 55 65 62 522 (100)

合計（％）

 
参照 27 と参照 28 のデータを統合作成 

 
また、別の県の市販鶏肉の汚染状況をとりまとめたものが表２４である（参照 29, 30, 
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31）。国産鶏肉では9.5～63.8%、輸入鶏肉で13.6～17.0%の汚染が認められている。 

 
表２４ 市販鶏肉のサルモネラ属菌汚染状況 

（単位：検体数） 
検体 検査数 内訳 検体採取 備考

鶏肉（国産） 21 2 (9.5) Infantis 2 (9.5) 1999年5月～2001年3月 参照30
鶏肉（輸入） 59 8 (13.6) Enteritidis 6 (10.2) X県内にて購入した市販鶏肉

Virchow 2 (3.4)
鶏ひき肉 60 7 (11.7) Infantis 6 (10.0) 2000年11月～2001年4月 参照31

Typhimurium 1 (1.7) Y県内にて購入した市販鶏肉

鶏肉（国産） 210 134 (63.8) Infantis 111 (52.9) 2002年4月～2003年2月 参照29
Haifa 11 (5.2) 市販鶏肉

Manhattan 7 (3.3) ※血清型別陽性数は菌株数

Yovokome 4 (1.9)
Hadar 3 (1.4)
Typhimurium 2 (1.0)
Bredeny 1 (0.5)
Agona 1 (0.5)
OUT 33 (15.7)

鶏肉（輸入） 47 8 (17.0) Enteritidis 8 (17.0)

陽性数（％） 陽性数（％）

 
 
（４） 消費 

① 調理時の交差汚染 
調理時の交差汚染については、調理器具を介した汚染と手指を介した汚染の両

方が発生する可能性がある。2007 年度に食品安全委員会が行った一般消費者を対

象としたアンケート調査結果に基づき（参照 32）、家庭及び飲食店における調理時の

交差汚染の発生確率を推定したものが表２５及び表２６である。調理器具を介した交

差汚染については、生鶏肉を調理した後に他の食材を調理する手順の場合又は調

理手順が決まっていない場合であって、同じ調理器具を使用する場合に発生する可

能性があると考えられる（表２５では太枠内が該当）。当該交差汚染の可能性につい

ては、家庭で 30.7％、飲食店で 21.0％となっている。手指を介した交差汚染につい

ては、調理中に生鶏肉を扱った後以外に手洗いを行う場合に発生する可能性があり、

家庭で 25.2％、飲食店で 22.9％となっている。 
 

表２５ 調理手順及び調理器具の取扱いに係るアンケート調査結果 
（単位：％） 

調理手順及び調理器具の取扱いの形態 回答者の割合*2 

調理手順 調理器具の取扱い*1 家庭 飲食店 

生鶏肉→他の食材 
別の調理器具を使用 2.1 11.5 

同じ調理器具を使用 7.1 3.5 

他の食材→生鶏肉 
別の調理器具を使用 7.5 28.9 
同じ調理器具を使用 30.5 12.4 

決まっていない 
別の調理器具を使用 3.8 16.3 

同じ調理器具を使用 23.6 17.5 
*1: 生鶏肉の調理と他の食材の調理とで、使用している調理器具は同じか別かを使用しているか 
*2: アンケート調査では、調理器具としてまな板・包丁について尋ねているが、家庭ではまな板・包丁を使わない、ある

いは調理をしないとの回答が 25.4％、飲食店ではまな板・包丁を使わないとの回答が 9.9％あったため、各々の合

計は 100％に一致しない。 
家庭：一般消費者約 6,000 人を対象として実施  飲食店：飲食店従事者約 500 人を対象として実施 
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表２６ 手洗いに係るアンケート調査結果 
（単位：％） 

手洗い時点 
回答者の割合 

家庭 飲食店 
調理中に生鶏肉を扱った後 74.8 77.1 
調理中に生鶏肉を扱った後以外 25.2 22.9 

 

② 非加熱及び加熱不十分鶏肉の喫食割合 
①に記載のアンケート調査結果に基づき、家庭及び飲食店において鶏肉を非加

熱の状態で喫食する割合及び加熱不十分な状態で喫食する割合をまとめたものが

表２７及び表２８である。鶏肉の生食割合については、家庭で 19.5%、飲食店等で

16.8%であり、加熱不十分な状態で喫食する割合については、家庭で 9.6%、飲食店

等で 5.7%であった。 
 

表２７ 非加熱喫食（生食）割合

（単位：％）  

 

区 分  回答割合 

家 庭 
する 19.5 

しない 80.5 

飲食店等 
する 16.8 
しない 83.2 

表２８ 加熱不十分喫食割合 
（単位：％）  

調理後の鶏肉の中心部が紅色を呈するもの

を加熱不十分な場合として調査 

区 分 回答割合 

家 庭 
ある  9.6 

ない 90.4 

飲食店等 
ある  5.7 

ない 94.3 

 

 

４ 問題点の抽出 

１～３で整理された現状から公衆衛生上の問題点（課題）を抽出し、以下のとおり整理した。

なお、当該問題点を踏まえ、求められるリスク評価及び評価を行う上で必要とされるデータ等

については、６に整理することとする。 
（１） 鶏肉のサルモネラ属菌汚染は他の食肉への汚染と比較して高い状況にあるが、そ

れが食中毒の発生にどの程度寄与しているのか明確となっていないこと 

自治体で実施された市販鶏肉を対象とした複数のサルモネラ属菌汚染状況調査

（表２２及び表２４）の結果から、それぞれ 11.8～67.9%、9.5～63.8%で汚染が確認さ

れている。鶏肉の汚染率については、食品の食中毒菌汚染実態調査結果（全国の十

数自治体により実施）から、牛肉及び豚肉より高いことも確認されている（表２１）。しかし、

鶏肉のサルモネラ属菌による汚染がどの程度食中毒の発生に寄与しているのか明確と

なっていない。 
 

（２） 生鳥及び鶏肉から検出される主な血清型は Infantis であり、食中毒等の患者から

検出される主な血清型の Enteritidis とは異なっており、その差異の原因が明確となっ

ていないこと 

養鶏場又は食鳥処理場において生鳥の糞便等から検出されるサルモネラ属菌の血

清型については、Infantis の割合が 42.9～93.4%と突出して多いことが示されている

（表１９及び表２０）。また、100 検体以上が検査対象となった鶏肉から検出されるサルモ
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ネラ属菌の血清型でも Infantis の割合が 52.9～67.6%と突出して多いことが示されて

いる（表２３及び表２４）。 
一方、肉類及びその加工品が原因食品となったサルモネラ属菌食中毒の原因菌の

血清型では、Enteritidis の割合が突出して多く、47.3%となっている（表１６）。この差

が宿主における感受性に起因するのか、又は病原体の血清型による病原性、環境で

の残存性などに起因しているのかは明確にされていない。 

 

（３） 鶏肉の生食がどの程度食中毒の発生に寄与しているのか明確となっていないこと 

家庭又は飲食店において、鶏肉を非加熱状態で喫食する人の割合は 19.5%又は

16.8%（表２７）であり、加熱不十分な状態で喫食する割合を合わせれば、それぞれ

29.1%又は 22.5%（表２７及び表２８）となっており、食中毒要因の一つと考えられている

が、どの程度食中毒の発生に寄与しているか明確となっていない。 

 

 

５ 対象微生物・食品に対する規制状況等 

（１） 国内規制等 

① 輸入段階での措置 
農林水産省では、1991 年 11 月 1 日以降、「輸入初生ひなのサルモネラ検査

実務要領」（平成 3 年 10 月 21 日付け 3 動検甲第 1355 号動物検疫所長通知）

に基づき、S.pullorum 、SE及びSTを初生ひなのサルモネラ検査対象として、

輸出国に対する検疫証明書添付と着地検疫による感染ヒナの全群淘汰又は返

送が開始された。1999 年 8 月 3 日には、家畜伝染病予防法施行規則の一部改

正に伴い、「輸入初生ひなのサルモネラ検査要領」（平成 11 年 8 月 3 日付け 11
動検甲第 1099 号動物検疫所長通知）が新たに定められ、S.pullorum、

S.gallinarum、SE、ST、S.dublin 及び S.choleraesuis が感染ヒナの全群淘汰

又は返送の対象とされた。 
現在は、「初生ひなの輸入検疫要領」（平成 23 年 5 月 11 日付け 23 動検第 138

号動物検疫所長通知）及び「輸入初生ひな等の検疫強化疾病検査要領」（平成

21 年 12 月 16 日付け 21 動検第 855 号動物検疫所長通知）に基づき、輸入初

生ひなによるサルモネラ症の侵入防止対策が行われている。 
 

② 農場段階での措置 
農林水産省では、家畜伝染病予防法の一部を改正する法律（平成 9 年法律第

34 号）により改正された家畜伝染病予防法において、SE、ST などの鶏のサル

モネラ症を届出伝染病に指定するとともに、「採卵養鶏場におけるサルモネラ対

策指針」を制定し(1998 年)、サルモネラ侵入防止対策、ワクチン接種による防

疫対策、HACCP 方式の導入、孵卵場及び採卵養鶏場における総合的な衛生管

理対策を進めている。さらに、生産段階における鶏卵のサルモネラ汚染を防止

するため、「鶏卵のサルモネラ総合対策指針」(2005 年)に基づく対策を進めてい

る。 
一方、日本養鶏協会においても「採卵養鶏場におけるサルモネラ対策指針」
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に基づき、清浄ひなの導入や飼料の給与、一般衛生管理に加えて汚染養鶏場に

おける換羽誘導の中止を要請している。さらに、家畜の生産段階における衛生

管理については、家畜伝染病予防法に基づく飼養衛生管理基準（平成 16 年農林

水産省令第 68 号）が定められ、農場における適切な一般衛生管理の実施を推進

している。 
 

③ 農場段階でのその他の対策 
サルモネラに非常に感受性の高いふ化直後のひなには、健康な成鶏の盲腸内

容の嫌気的培養物又はその希釈液を投与し早期に腸内細菌叢を形成させる製品

も使用されている（参照 33）。 
さらに、生薬（ガジュツ）の飼料添加での実験報告例があり（参照 34）、生

菌剤（参照 35）などが使用されている。なお、抗菌剤は、鶏群内個体数の損耗

の激しい時には使用され、損耗防止には有効であり排菌も無くなるが、投与を

中止すると投与前に排菌され周囲を汚染したサルモネラに食糞などによって再

感染するため推奨されていない。ワクチンは欧米諸国では使用されているが、我が

国では承認されていない。 
 

④ 食鳥処理場における対策 
食鳥処理場の衛生確保については、食鳥処理の事業の規制及び食鳥処理に関

する法律（平成 2 年法律第 70 号）に基づき、食鳥処理に関して一般的な衛生管

理が義務づけられている。さらに、厚生労働省では、サルモネラ、カンピロバ

クター等の微生物による汚染対策を念頭に置いて、HACCP システムの考え方

を取り入れた「食鳥処理場における HACCP 方式による衛生管理指針」（1992
年）及び「一般的な食鳥処理場における衛生管理総括表」（2006 年）を公表し、

各食鳥処理場において、当該指針に基づく衛生管理が進められている。サルモ

ネラ属菌対策については、当該指針等に基づき、湯漬けにおける適正な温度管

理、腸内容物による食鳥とたいへの汚染防止のための機械の正常化稼働の確認

及び冷却における適正な塩素濃度等の確保が進められている。 

 

⑤ 製造・加工・流通・調理段階での措置 
食品、添加物等の規格基準（1959 年厚生省告示第 370 号。以下「食品の規格

基準」という。）には、鶏肉中のサルモネラ属菌に関する規格は設けられていな

い。しかし、食肉全般に関して 10℃以下（細切りした食肉を凍結させ、容器包

装に入れられたものは－15℃以下）での保存が課されている。 
なお、鶏肉を用いた製造・加工品のうち、サルモネラ属菌に関する規格が設

けられているものは食肉製品であり、その概要は以下のとおりである。 
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●食肉製品の成分規格（サルモネラ属菌に関する微生物規格のみ） 
①非加熱食肉製品 サルモネラ属菌 陰性 
②特定加熱食肉製品 サルモネラ属菌 陰性 
③加熱食肉製品（加熱殺菌後包装） サルモネラ属菌 陰性 

 

⑥ 消費段階での措置 
厚生労働省では、「家庭でできる食中毒予防の６つのポイント」を公表し、消

費段階での食中毒防止対策を進めている。 
 
（２） 諸外国における規制及びリスク評価 

① 規制等 
鶏肉等についてサルモネラ属菌の規格が定められている国等の例を以下のと

おり示す。 
 

a EU 
・ 加熱調理用の家禽肉の挽肉と精肉：n=5, c=0, m=陰性（25g 中）※３ 
・ 家禽肉以外の加熱調理用の挽肉及び精肉：n=5, c=0, m=陰性（10g 中） 
・ 食肉製品（家禽肉由来加熱調理用）：n=5, c=0, m=陰性（10g 中） 
・ ブロイラー及び七面鳥の屠体：n=50, c=7, m=陰性（首肉をプールしたもの

25g 中） 
b カナダ 

・ 骨抜き家禽の肉製品（調理済み）：n=5, c=0, m=0 
c その他 
・ 米国については、HACCP に関する規則中に、工程管理の基準が定められ

ている（参照 36） 
 

② リスク評価事例 
a FAO/WHO. 鶏卵及びブロイラー鶏肉におけるサルモネラ属菌のリスク評価

－ 微 生 物 学 的 リ ス ク 評 価 シ リ ー ズ １ 及 び ２ （ Microbiological Risk 
Assessment Series 1, 2 - Risk Assessments of Salmonella in Eggs and 
Broiler Chickens．2002） 

 

③ その他 
コーデックス委員会では「鶏肉中の Campylobacter 及び Salmonella 属菌の

管理のためのガイドライン」が策定され、2011 年 7 月の総会で採択された。 
（Guideline for the Control of Campylobacter and Salmonella spp in 
Chicken Meat） 

 

 

６ 求められるリスク評価と今後の課題 

                                                  
※３ ２階級法による検体採取法と基準値。ｎ：検体数、ｃ：基準値ｍを満たさないが、許容される検体数、ｍ：基準値 
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（１） 求められるリスク評価 

① 鶏肉を介したサルモネラ感染症のリスクの推定 
② 対策効果の推定 

・ 農場での汚染率低減 

・ 食鳥処理場での汚染拡大防止策 

・ カット工場での汚染拡大防止策 

・ 冷蔵又は冷凍流通 

・ カット工場出荷時又流通段階における微生物規格設定 

・ 飲食店や消費者への啓発による加熱調理の徹底 

 

（２） 今後の課題 

① リスクプロファイルの更新に向けた課題 
・ 血清型 Enteritidis と Infantis その他の血清型とのヒトに対する病原性等の差異に関

する究明が必要 

② リスク評価を行う場合に必要とされるデータ 
・ 血清型別の違いによる用量反応の検討結果 

・ 農場段階でのサルモネラ汚染率・汚染菌数 

・ 食鳥処理場での汚染率・汚染菌数 

・ 外国産鶏肉の汚染率・汚染菌数 

・ カット工場での汚染率・汚染菌数 

・ 市販流通段階での汚染率・汚染菌数 

・ 喫食頻度、喫食量、喫食態様（食べ方） 
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